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第１編 総則 

第１章 総則（参考資料） 

 第１節 用語の定義 

   積算基準 ： 適用範囲、業務費構成、構成費目の内容、積算方法等、積算に係わる基準を定めた

もの。 

   標準歩掛 ： 単位作業量、業務に必要な技術者等の職種、人員数、材料の種類。使用量、機械の

機種・規格・運転時間、各種条件に対する補正方法等を定めたもの。 

   適用範囲 ： 標準歩掛が適用できる範囲を示したもの。 

   作業区分 ： 各作業における作業内容を整理したもの。 

   参考資料 ： 積算基準、標準歩掛の統一的な適用を図るために、歩掛の運用方法、数量の算出方

法、業務のフロー図、積算例を整理したのもの。 

   フロー図 ： 業務の流れ、区分・項目、関連事項との対比を整理した図。 

   積 算 例 ： 標準歩掛において、各種条件に対する補正方法や類似設計の積算方法についての例。 

 

 第２節 設計等における数値の扱い 

  ２－１ 設計単価等の扱い 

     設計に使用する単価は、消費税等額抜きで積算するものとする。交通運賃等の内税で表示さ

れている単価については、次式により求めた単価とする。 

        （設計に使用する単価）＝（内税単価）÷（１＋消費税等率） 

     なお、算出された単価に端数が生じる場合は、１円単位（１円未満切捨て）とする。 

  ２－２ 端数処理等の方法 

  （１） 数量 

      数量に補正を行う場合は、補正係数を乗じた設計数量は、小数点第３位（小数第４位四捨

五入）まで算出する。 

  （２） 単価（単価表及び内訳書の各構成要素の単価） 

      補正及び変化率等により単価に端数が生じる場合は、１円単位（１円未満切捨て）とする。 

  （３） 補正係数及び変化率 

      補正係数及び変化率は、小数点第２位（小数第３位四捨五入）まで算出する。 

  （４） 金額 

      各構成要素の金額（設計金額×単価）は１円単位（１円未満切捨て）とする。 

  （５） 雑品（地質調査業務についてのみ） 

      雑品は、個々の歩掛に示された割合を計上することとし、１円単位（１円未満切捨て）と

する。 

  （６） 単価表の合計金額 

    １） 設計業務等 

       原則として、端数処理は行わない。 

    ２） 測量業務及び地質等調査業務 

       単位数量当り単価の場合、有効数字４桁（５桁目以降切捨て）とする。 

  （７） 内訳書の合計金額 

      原則として、端数処理は行わない。 

  （８） 経費を算出する際の係数 

      経費を算出する際の係数（α／（１－α）など）の端数は、個別に明記されている場合を

除き、パーセント表示の小数第２位（小数第３位四捨五入）まで算出する。 

  （９） 業務価格 

      業務価格は、10，000円単位とする。10，000円単位での調整は諸経費又は一般管理費等で

行う。なお、複数の諸経費又は一般管理費等を用いる場合であっても、各々の諸経費又は一

般管理費等で端数調整（10,000円単位で切捨て）するものとする。ただし、単価契約は除く

ものとする。 
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  ２－３ 設計表示単位 

  （１） 設計表示単位の取扱い 

    １） 設計表示単位及び数位は、次項以降の（２）設計表示単位一覧のとおりとする。 

    ２） 設計数量が設計表示単位に満たない場合は、有効数字１桁（有効数字２桁目四捨五入）

の数量を設計表示単位とする。 

    ３） （２）設計表示単位一覧以外の工種について設計表示単位を定める必要が生じた場合は、

（２）設計表示単位一覧及び業務内容等を勘案して適正に定めるものとする。 

    ４） 設計計上数量は、算出された数量を設計表示単位に四捨五入して求めるものとする。 

    ５） 設計表示単位及び数位の適用は各細別毎を原則とし、工種・種別は１式を原則とする。 

    ６） 契約数量は設計計上数量とする。 

    ７） 設計表示単位に満たない設計変更は契約変更の対象としないものとする。 

    ８） 単価契約には設計表示単位及び数位は適用しない。 
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  （２）設計表示単位一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 数位 単位 数位

 基準点測量   １～４級基準点測量  １～４級基準点測量 点 1 点 1

 基準点設置 点 1 点 1

 水準測量  １～４級水準測量  １～４級水準測量観測 ｋｍ 1 ｋｍ 1  100km未満は0.1ｋｍ

 水準点設置 点 1 点 1

 現地測量  現地測量 ｋ㎡ 0.001 ｋ㎡ 0.001

 空中写真測量  撮影 ｋ㎡ 1 ｋ㎡ 1

 撮影計画 ｋ㎡ 1

 標定図作成 ｋ㎡ 1

 標定図複製 ｋ㎡ 1

 総運航 時間 0.01

 撮影 時間 0.01

 滞留 日 1

 写真処理 枚 1

 標定点  対空標識の設置 点 1 点 1

 標定点測量 点 1 点 1

 刺針 点 1 点 1

 簡易水準測量 ｋｍ 1 ｋｍ 1  100km未満は0.1ｋｍ

 図化  数値図化 ｋ㎡ 0.01 ｋ㎡ 0.01  レベル2,500は0.1ｋ㎡

　（レベル500～1,000）  作業計画 ｋ㎡ 1

 現地調査 ｋ㎡ 0.01

 空中三角測量 1

 数値図化 ｋ㎡ 0.01

 数値編集 ｋ㎡ 0.01

 補測編集 ｋ㎡ 0.01

 数値地形図データファイルの作成 ｋ㎡ 0.01

 既成図数値化  既成図数値化 ｋ㎡ 0.1 ｋ㎡ 0.1

　（レベル2,500）  作業計画 ｋ㎡ 0.1

 計測用基図作成 ｋ㎡ 0.1

 計測 ｋ㎡ 0.1

 編集 ｋ㎡ 0.1

 数値地形図データファイルの作成 ｋ㎡ 0.1

備　　　　　考項目 工　　　種 種　　　　　別 細　　　　　　　　　　別
積算表示 契約表示

　
測
　
量
　
業
　
務
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単位 数位 単位 数位

 応用測量  路線測量  現地踏査 ｋｍ 0.01 式 1

 伐採 ｋｍ 0.01 式 1

 線形決定（条件点の観測） 点 1 点 1

 線形決定 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 ＩＰ設置 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 中心線測量 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 仮ＢＭ設置測量 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 縦断測量 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 横断測量 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 詳細測量（縦断測量） ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 詳細測量（横断測量） ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 用地幅杭設置測量 ｋｍ 0.1 ｋｍ 0.1  1km未満は0.01ｋｍ

 河川測量  現地踏査 ｋｍ 0.1 式 1

 距離標設置測量 点 1 点 1

 水準基標測量 ｋｍ 0.1 ｋｍ 0.1

 河川定期縦断測量 ｋｍ 0.1 ｋｍ 0.1

 河川定期横断測量 本 1 本 1

 河川定期横断測量　複写 断面 1 断面 1

 法線測量 ｋｍ 0.1 ｋｍ 0.1

 ダム・貯水池深浅測量 測線 1 測線 1

 河川深浅測量 測線 1 測線 1

 海岸深浅測量 測線 1 測線 1

備　　　　　考

　
測
　
量
　
業
　
務

項目 工　　　種 種　　　　　別 細　　　　　　　　　　別
積算表示 契約表示
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単位 数位 単位 数位
 用地測量  資料調査  公図等の転写 ㎡ 100 ㎡ 100  1,000㎡未満は10㎡

 地積測量図転写 ㎡ 100 ㎡ 100
 土地登記簿調査 ㎡ 100 ㎡ 100
 建物登記簿調査 戸 1 戸 1
 権利者確認調査　（当初） ㎡ 100 ㎡ 100  1,000㎡未満は10㎡
 権利者確認調査　（追跡） 人 1 人 1
 公図等転写連続図作成 ㎡ 100 ㎡ 100  1,000㎡未満は10㎡

 境界確認  復元測量 ㎡ 100 ㎡ 100
 境界確認 ㎡ 100 ㎡ 100
 土地境界立会確認書作成 ㎡ 100 ㎡ 100

 境界測量  補助基準点の設置 ㎡ 100 ㎡ 100
 境界測量 ㎡ 100 ㎡ 100
 用地境界仮杭設置 ㎡ 100 ㎡ 100
 用地境界杭設置 本 1 本 1

 境界点間測量  境界点間測量 ㎡ 100 ㎡ 100  1,000㎡未満は10㎡
 面積計算  面積計算 ㎡ 100 ㎡ 100
 用地実測図原図等の作成  用地実測図原図作成 ㎡ 100 ㎡ 100

 用地現況測量　（建物等） ㎡ 100 ㎡ 100
 用地平面図作成 ㎡ 100 ㎡ 100
 土地調書作成 ㎡ 100 ㎡ 100

 公共用地境界確定協議  現況実測平面図作成 ㎡ 100 ㎡ 100
 横断面図作成 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01
 依頼書作成 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01
 協議書作成 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

 直接調査費  機械ボーリング  土質ボーリング ｍ 0.1 ｍ 0.1
 岩盤ボーリング ｍ 0.1 ｍ 0.1

 サンプリング  シンウォールサンプリング 本 1 本 1
 デニソンサンプリング 本 1 本 1
 トリプルサンプリング 本 1 本 1

 サウンディング及び原位置試験  標準貫入試験 回 1 回 1
 孔内水平載荷試験 回 1 回 1
 スウェーデン式サウンディング ｍ 0.1 ｍ 0.1
 オランダ式二重管コーン貫入試験 ｍ 0.1 ｍ 0.1
 ポータブル貫入試験 ｍ 0.1 ｍ 0.1
 現場透水試験 回 1 回 1

 間接調査費  運搬費　（現場内小運搬） 式 1 式 1
 人肩運搬 ｔ 0.1 式 1
 特装車運搬　（クローラ運搬） ｔ 0.1 式 1
 モノレール運搬 ｔ 0.1 式 1
 索道（ケーブルクレーン）運搬 ｔ 0.1 式 1

 仮設費  足場仮設 箇所 1 式 1
設計  道路設計  道路概略設計 ｋｍ 0.1 ｋｍ 0.1
業務  道路予備・詳細設計 ｋｍ 0.01 ｋｍ 0.01

備　　　　　考

　
測
　
量
　
業
　
務

　
地
　
質
　
調
　
査
　
業
　
務

項目 工　　　種 種　　　　　別 細　　　　　　　　　　別
積算表示 契約表示
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第２章 積算基準（参考資料） 

 第１節 積算基準 

  １－１ 技術者の職種区分 

     参考までに設計業務等における技術者の職種区分定義を下記のとおり示す。 

  （１） 測量技術者 

     職種区分定義 

     ① 測量上級主任技師：測量士でかつ技術士（総合技術監理部門・応用理学部門・情報工学

部門・建設部門）又はこれと同等の能力を有す技術者で、特に高度

な業務の計画、解析並びに技術管理等の責任者又は指導的技術者。 

     ② 測 量 主 任 技 師：測量士で業務全般に精通するとともに複数の業務を担当する者。 

                また、業務の計画及び失時を担当する技術者で測量技師等を指揮、

指導する者。 

     ③ 測 量 技 師：測量士で測量上級主任技師又は測量主任技師の包括的指示のもとに

業務の計画、実施を担当する者。また、測量技師補又は撮影士等を

指揮、指導して測量を実施する者。 

     ④ 測 量 技 師 補：上記以外の測量士又は測量士補で測量技師の包括的指示のもとに計

画に従い業務の実施を担当する者。また、測量助手を指揮、指導し

て測量を実施する者。 

     ⑤ 測 量 助 手：測量技師又は測量技師補の指揮、指導のもとに測量作業における難

易度の高い補助業務を担当する者。 

     ⑥ 操 縦 士：測量用写真の撮影に使用する事業用航空機の操縦免許保有者で操縦

を担当する者。 

     ⑦ 整 備 士：一等又は二等航空整備士の免許保有者で測量用写真の撮影に使用す

る航空機の整備を担当する者。 

     ⑧ 撮 影 士：測量士又は測量士補で測量技師の包括的指示のもとに測量用写真の

撮影業務を担当する者。また、撮影助手を指揮、指導して撮影を実

施する者。 

     ⑨ 撮 影 助 手：撮影士の指揮、指導のもとに測量用写真の撮影の補助業務を担当す

る者。 

  （２） 調査技術者 

     職種区分定義 

① 調 査 技 師：高度な技術的判定を含まない地質、土壌、自然環境共生等（以下、

         「地質等」という。）に関する調査における作業を指揮、指導する

          技術者で、現場責任者、現場代理人等をいう。 

② 主 任 調 査 員：高度な技術的判定を含まない地質等に関する調査における作業の

         機械、計器、試験器等の操作及び観測、測定等を行う技術者をいう。 

     ③ 調 査 員：地質等に関する調査における機械の組立、解体、運転、保守等を行

う者をいう。 

  （３） 設計業務等技術者 

     職種区分定義 

     ① 主 任 技 術 者：先例が少なく、特殊な工法や解析を伴う極めて高度あるいは専門的

な業務を指導統括する能力を有する技術者。 

                工学以外に社会、経済、環境等の多方面な分野にも精通し、総合的

な判断力により業務を指導、統括する能力を有する技術者。 

                工学や解析手法の新規開発業務を指導、統括する能力を有する技術

者。 

     ② 理 事 ・ 技 師 長：複数の非定型業務を統括し、極めて高度で複合的な業務のプロジェ

クトマネージャーを務める技術者。 
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③ 主 任 技 師：定型業務に精通し部下を指導して複数の業務を担当する。また、非

定型業務を指導し最重要部分を担当する。 

     ④ 技 師 （Ａ）：一般的な定型業務に精通するとともに高度な定型業務を複数担当す

る。また、上司の指導のもとに非定型的な業務を担当する。 

     ⑤ 技 師 （Ｂ）：一般的な定型業務を複数担当する。また、上司の包括的指示のもと

に高度な定型業務を担当する。 

     ⑥ 技 師 （Ｃ）：上司の包括的指示のもとに一般的な定型業務を担当する。また、上

司の指導のもとに高度な定型業務を担当する。 

     ⑦ 技 術 員：上司の指導のもとに一般的な定型業務の一部を担当する。また、補

助員を指導して基礎的資料を作成する。 

        なお、職種区分定義で示されている定型業務、非定型業務については下記を参考に判

断するものとする。 

        定 型 業 務 ・調査項目、調査方法等が指定されており、作業量、所要工期等も明

確な業務 

              ・参考となる類似業務があり、それらをベースに応用することが可能

な比較的簡易な業務 

              ・設計条件、計画諸元の設定等が比較的容易で、立地条件や社会条件

により業務遂行が大きく作用されない業務 

        非定型業務 ・調査項目、調査方法等が未定で、コンサルタントとしての経験から

最適な業務計画、設計手法等を確立して対応することが求められる

業務。 

              ・比較的検討のウェイトが高く、かつ新技術または高度技術と豊かな

経験を要する大規模かつ重要構造物の設計業務 

              ・文化性、芸術性が特に重視される業務 

              ・先例が少ないか、実験解析、特殊な観測・診断等を要する業務 

              ・委員会運営や関係機関との調整等を要する業務 

              ・計画から設計まで一貫した業務 

 

  １－２ 履行期間の算定 

  （１） 不稼働係数（測量業務、地質調査業務に適用） 

     不稼働係数は、不稼働日（土曜・日曜の休日、祝祭日、各地域の降雨日数、その他特殊条件）

を基に算定した係数である。業務に必要な日数に係数をかけることで不稼働日を含んだ日数を

算定することができる。 

    １） 外業の不稼働係数 

       外業の不稼働係数は、土木工事で定められたものを準用する。 

    ２） 内業の不稼働係数 

       内業の不稼働係数は、下記の値とする。 

          不稼働係数（内業） ： １．５ 

  （２） 測量業務の履行期間 

     履行期間の算定は次式を参考に決定する。ただし、空中写真測量の撮影運航時間、滞留日数

については、別手加算するものとする。なお、履行期間に端数が生じる場合は、少数第１位以

下切り上げるものとする。また、各必要日数（Ｗ）は少数第３位（小数第４位以下切捨て）ま

で算出するものとする。 

 

      履行期間＝必要内業日数×不稼働係数（内業）＋必要外業日数×不稼働係数（外業） 

             （Ｗ１）             （Ｗ２） 

            ＋成果検定日数×不稼働係数（内業）＋その他 
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    １）必要内外業日数（Ｗｉ）の算出 

 

 

 

    ２） 不稼働係数 

       不稼働係数は、外業、内業それぞれの係数を用いるものとする。 

    ３） 成果検定日数 

       成果検定日数は、測定成果の検定を行う機関が検定に要する日数とする。 

    ４） その他 

      ① 必要内外業期間内に、下記の期間が含まれる場合はその日数を加算するものとする。 

         年末年始 …………… 12/29 ～  1/ 3  ６日間 

         夏季休暇 ……………  8/14 ～  8/16  ３日間 

      ② その他業務履行上必要な日数については別途加算するものとする。 

  （３） 地質調査業務の履行期間 

      地質調査業務の履行期間の算定は次式を参考に決定する。なお、履行期間に端数が生じる

場合は小数第１位以下切り上げるものとする。また、各必要日数（Ｗ）は小数第３位（小数

第４位以下切捨て）まで算出するものとする。 

 

      履行期間＝必要内業日数×不稼働係数（内業）＋必要外業日数×不稼働係数（外業） 

             （Ｗ１）             （Ｗ２） 

            ＋準備・跡片付け（外業）打合せ協議日数＋その他 

 

    １） 必要内業日数（Ｗ１）の算出 

       地質調査業務の内業については、１業務当たり２０日を標準とする。 

    ２） 必要外業日数（Ｗ２）の算出 

 

        Ｗ２＝Ｗａ＋Ｗｂ＋Ｗｃ＋Ｗｄ 

 

      ① 機械ボーリング 

Ｗａ ＝ Σ 
 １箇所当たりボーリング長  

 １日当たり標準能率  

 

      ② サンプリング 

Ｗｂ ＝ Σ 
 試料数  

 １日当たり作業量  

 

      ③ サウンディング及び原位置試験 

Ｗｃ ＝ Σ 
 設計作業量  

 １日当たり作業量  

 

      ④ 足場据付・解体日数  

          Ｗｄ ＝ 必要箇所／１日当たり作業量 

 

    ３） 不稼働係数 

       不稼働係数は、外業、内業それぞれの係数を用いるものとする。 

    ４） 準備・跡片付け（外業） 

       準備・跡片付け日数については、１０日程度を標準とする。 

 

 

Ｗｉ＝ 
標準作業量における技術者別内（外）業所要日数の最大値 

×変化率 ×設計作業量 
標準作業量 
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    ５） その他 

      ① 必要内外業期間内に、下記の期間が含まれる場合はその日数を加算するものとする。 

         年末年始 …………… 12/29 ～  1/ 3  ６日間 

         夏季休暇 ……………  8/14 ～  8/16  ３日間 

      ② その他業務履行上必要な日数については別途加算するものとする。 

  （４） 設計業務等の履行期間 

      設計業務等の履行期間の算定は下記の表を参考に決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       注）１ Ｘは業務価格（単位：万円）とする。 

         ２ ５千万円を超える場合またはプロポーザル方式による業務など上表によりが

たい場合は以下（５）に掲げる表を参考にするなど別途考慮するものとする。 

         ３ 河川協議、警察協議、地元協議等が必要な場合はその期間を別途加算する。 

         ４ 測量、地質調査、地下埋設物調査、交通量調査等を含む場合は、その期間を別

途加算する。 

         ５ 履行期間内に、下記の期間が含まれる場合はその日数を加算するものとする。 

            年末年始 …………… 12/29 ～  1/ 3  ６日間 

            夏季休暇 ……………  8/14 ～  8/16  ３日間 

         ６ 準備、電子成果品作成及び設計歩掛に含まれる現地踏査に要する期間を含んで

いる。 

         ７ 同一設計業務等に各工種が混在する場合は、その支配的な工種の履行期間の算

定式を用いるものとする。支配的な工種とは、直接人件費の最も大きい工種とす

る。 

         ８ 履行期間に端数が生じる場合は、週数台１位以下切り上げるものとする。 

         ９ 業務内容に変更等があった場合は、履行期間についても変更内容等を勘案し見

直すことができるものとする。 

  （５） 調査業務の履行期間 

      調査・計画業務においては、業務の規模に応じて原則として下表に示す履行期間を最低限

確保するものとする。（ただし、上記（３）、（４）に該当するものは除く） 

業 務 価 格 履 行 期 間 

1,000万円未満 ３ヶ月程度 

1,000万円以上 2,000万円未満 ４ヶ月程度 

2,000万円以上 3,000万円未満 ５ヶ月程度 

3,000万円以上 ６ヶ月程度 

 

 

 

 

  （単位：日） 

工   種 
業務価格が３千万円未満 

の場合 

業務価格が３千万円以上 

の場合 

①道路橋設計等 

②道路設計等 

③道路計画等 

④トンネル及びトンネル設備の

調査・設計等 

⑤河川構造物の調査・計画等 

Ｙ１＝0.04Ｘ＋50 Ｙ２＝0.01Ｘ＋140 

⑥河川の調査・計画等 Ｙ３＝1.3(0.04Ｘ＋50) Ｙ４＝1.3(0.01Ｘ＋140) 

⑦砂防関連の調査・計画・設計 Ｙ５＝1.4(0.04Ｘ＋50) Ｙ６＝1.4(0.01Ｘ＋140) 
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  １－３ 旅費交通費 

   １－３－１ 通勤及び宿泊の区分 

  （１） 通勤により業務を行えるかどうかの判断は下記を目安とする。ここでいう積算上の基地と

は、原則として指名業者のうち、現地に最も近い本支店等が所在する市役所等とする。なお、

随意契約の場合は当該業者が所在する市役所等とする。 

      また、現地での作業を行う業務は連絡車（ライトバン）運転、その他の業務については公

共交通機関を利用するものとして積算することを標準とする。 

 

    １） 積算上の基地から現地まで、連絡車（ライトバン）運転によるものとして積算する場合

は、積算上の基地から現地までの片道距離が30km程度（高速道路等を利用する場合は片道

距離60km程度）もしくは片道所要時間１時間程度とする。 

       なお、測量業務においては、連絡車（ライトバン）運転費は測量業務標準歩掛の機械経

費率等に含まれているため、別途計上しない。 

 

 

 

 

 

 

       連絡車（ライトバン）運転費には、運転労務費は計上しない。 

       また、高速道路等の料金は別途計上すること。 

    ２） 空中写真測量の場合は、撮影士及び撮影助手の往復交通費は、本拠飛行場から本拠飛行

場に最も近い本支店等が所在する市役所までとする。なお、操縦士及び整備士の往復交通

費については計上しない。 

    ３） 設計業務等に関する現地踏査及び地質等調査業務に関する現地調査の旅費は、別途考慮

する。 

  （２） 現地に滞在して業務を行う場合 

      上記（１）の範囲を超え、現地に滞在して業務を実施する必要がある場合は、環境省の「旅

費取扱規則」によるものとする。 

      なお、測量業務においては、滞在地から現地までのライトバン運転費は、測量標準歩掛の

機械経費率等に含まれているため、別途計上しない。 

   １－３－２ 旅費交通費の扱い 

  （１） 旅費交通費の算定において、普通日額旅費については積算上、計上しないものとする。 

  （２） 鉄道運賃等 

    １） 鉄道運賃等については、その乗車に要する運賃を計上する。 

    ２） 複数の路線がある場合は、安い方の運賃を計上する。 

    ３） 特急料金等については、下記により計上するものとする。 

      ① 特急列車を運行している区間については、片道100km以上（乗車可能区間）であれば、

特急料金を計上する。 

      ② 急行列車を運行している区間については、片道 50km以上（乗車可能区間）であれば、

急行料金を計上する。 

  （３） 宿泊料（環境省「旅費取扱規則」による場合） 

      積算方法は、目的地に到着した日は普通旅費による宿泊料とし、翌日から目的地を出発す

る日の前日までの日数について滞在日額旅費による宿泊料を計上する。 

  （４） 日当（普通旅費） 

      日当は、宿泊を伴う場合で、積算上の基地から目的地への往復に要した日数について計上

する。 

      計上する日当については、２分の１日当を原則とする。 

 

連絡車（ライトバン）運転費 １日当り単価表 

名 称 規 格 単 位 数 量 単 価 金 額 摘  要 

ガソリン レギュラー ℓ     2.6 ℓ /h×○ｈ 

損  料 ﾗｲﾄﾊﾞﾝ1.5L ｈ    運転時間当り損料 

〃 〃 日 １   供用日当り損料 
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  （５） 日当・宿泊料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     備考１ 甲地方とは「国家公務員等の旅費に関する法律」に定められた地域をいう。 

       ２ 宿泊料は「旅館に宿泊する場合」を適用している。 

       ３ （   ）内は消費税等率で割り戻した金額を記載している。（１円未満切捨て） 

       ４ 斜体文字は、２分の１日当の金額を記載している。 

 

   １－３－３ 旅費交通費の構成 

    （環境省「旅費取扱規則」及び「日額旅費支給規則」による場合） 

 

 

 

 

   １－３－４ 旅費交通費積算例 

    （環境省「旅費取扱規則」による場合） 

  （１） 滞在 

    １） 積算条件 

        業務内容 ： 測量業務 

        滞 在 地 ： 乙地方 

        積算上の基地～現地までの距離 ： 210km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職  種 日 当 

宿   泊   料 

普 通 旅 費 滞 在 日 額 旅 費 

甲地方 乙地方 30日未満 
30日以上 

60日未満 
60日以上 

主任技術者 

理事・技師長、 

主任技師、 

測量上級主任技師 

 2,600 

(2,476) 

 1,300 

(1,238) 

 13,100 

(12,476) 

 11,800 

(11,238) 

 9,190 

 

(8,752) 

 8,260 

 

(7,866) 

 7,350 

 

(7,000) 

技師(A)、(B)、(C)、 

測量主任技師、 

測量技師、操縦士、 

整備士、撮影士、 

地質調査技師 

 2,200 

(2,095) 

 1,100 

(1,047) 

 10,900 

(10,380) 

 9,800 

(9,333) 

技術員、測量技師補、 

測量助手、撮影助手、 

主任地質調査員、 

地質調査員 

 1,700 

(1,619) 

   850 

  (809) 

 8,700 

(8,285) 

 7,800 

(7,428) 

 7,410 

(7,057) 

 6,670 

(6,352) 

 5,930 

(5,647) 

 普通旅費相当分  滞在日額旅費相当分 

    

旅費交通費＝ （基準日額＋日当＋鉄道運賃等）＋宿泊料（１泊） ＋ 宿泊料＋必要日数 

職種区分 
編成 

(人) 

外 業 延 

所要日数 

宿泊 

日数 

測量技師 １ ３５ ３５ 

測量技師補 １ ４５ ４５ 

測量助手 ２ ４５ ４５ 

旅行 旅行

0.5
日

0.5
日

1.0
日

〰
1.0
日

0.5
日

0.5
日

移動日数　0.5日＋0.5日＝1.0日
　　　　 (往路)　(復路)

(復路)

(工程)

外業45日（35日）

〰〰〰〰〰〰泊 泊
(往路)
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    ２） 交通費 

 

 

 

 

 

 

 

    ３） 旅費交通費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   １－３－５ 宿泊を伴う外業所要日数の休日補正の算定 

    宿泊を伴う外業所要日数の休日補正は、外業に従事する技術者別に次式により算出する。 

 

     Ｄｉ＝Ｃｉ＋［（Ｃｉ－１）／５］×２（土曜、日曜を休日とする場合） 

      ただし、［  ］内については、小数点以下を切捨て整数とする。 

     Ｓｉ＝Ｄｉ×（技術者別編成人員） 

 

      Ｃｉ ： 標準作業量における技術者別各作業区分の外業所要日数の合計 

      Ｄｉ ： 補正された外業所要日数 

      Ｓｉ ： 補正された外業延人日数 

       ｉ ： 測量技術者、地質技術者、設計技術者 

 

 【計算例】 

  ２級基準点測量 新点１０点 、基準点設置 新点１０点 地上埋設（上面舗装） 

 

※ 測量技師補の外業編成人員は、観測のみ異なるため分離して算出している。従って、補正後延人

日数については、測量技師延日数２２．５日、測量技師補３４．５日となる。 

 

鉄道運賃（片道） 
 

普通運賃 3,750円 × 
１００ 

＝ 3,571円 
 

 １０５  

         

  
特急料金 2,730円 × 

１００ 
＝ 2,600円 

 

  １０５  

       計 6,171円 

区 分 
現行外業 

所要日数 

休日 

補正日数 

補正後外業 

所要日数 

外業 

編成人員 

補正後 

延人日数 
備  考 

ｉ Ｃｉ [(Ci-1)/5]*2 Ｄｉ （人） Ｓｉ  

測量技師 １６．５ ６ ２２．５ １ ２２．５ 選点、伐採、設置、観測 

測量技師補 
１６．５ ６ ２２．５ １ ２２．５ 選点、伐採、設置 

 ４．０ ０  ４．０ ３ １２．０ 観測 

基準
日額

日当 日数 交通費 往復 宿泊料 宿泊料 日数 宿泊料 日数

測量技師 ＝ 24,700 1 1,047 2 6,171 2 9,333 ＋ 8,752 29 7,866 5

測量技師補 ＝ 20,900 1 809 2 6,171 2 7,428 ＋ 7,057 29 6,352 15

測量技師補 ＝ 19,700 1 809 2 6,171 2 7,428 ＋ 7,057 29 6,352 15

　341,607　＋　342,221　＋　341,021　×　2　＝　1,365,870円

　※　日当は、２分の１日当とする。

　＝ 341,607円

普 通 旅 費 相 当 分 滞 在 日 額 旅 費 相 当 分

旅費交通費計

＋

移動
日数

× ×× ＋ × ＋＋ ×

× ＋ × ＋ × ＋

× ＋ × ＋ × ＋ × ＋ ×

　＝ 341,021円

=

× ＋ ×

　＝ 342,221円
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  １－４ 設計（打合せ）協議 

  （１） 設計（打合せ）協議が、標準歩掛に明記してある歩掛については、歩掛（○人／回）に、

往復旅行時間にかかる基準日額が含まれていることを標準とし、往復旅行に係わる交通費の

みを計上する。 

      標準歩掛に明記されていない場合は、往復旅行時間にかかる基準日額を含み0.5人／回を標

準とし、往復旅行に係わる交通費のみを計上する。 

      ただし、双方の場合において、交通の便等により往復旅行時間にかかる基準日額を含むこ

とが適切でない場合は別途考慮するものとする。 

  （２） 設計業務等における設計協議、現地調査等に係わる技術者の旅費交通費に計上される基準

日額は、直接人件費としてその他原価の対象とする。 

 

  １－５ 技術者・労務単価 

      直接人件費の基準日額（技術者単価）は、「設計業務委託等技術者単価」によるものとし、

労務単価は、「公共工事設計労務単価表」によるものとする。 

 

  １－６ 技術者基準日額時間外手当の算出 

      割増賃金の計上が必要な場合の技術者基準日額（割増賃金を含む総額）の計算例 

 

       技術者基準日額（総額）＝所定内労働に対する技術者基準日額＋割増賃金 

                  ＝技術者基準日額＋技術者基準日額×割増対象賃金比×1/8 

                   ×割増係数×割増すべき時間数 

       注）１ 「割増対象賃金比」とは、技術者基準日額に占める「基本給相当額＋割増の対

象となる手当」（割増賃金の基礎となる賃金）の割合である。 

         ２ 割増係数（時間外）＝ 1.25（通常時間帯以外） 

           割増係数（深 夜）＝ 0.25（午後10:00 ～ 翌日午前 5:00） 

 

  （１） 時間外 

    １） 所定労働時間の８時間に加え、２時間の時間外労働を行う場合（すべて深夜以外の時間

帯の場合） 

       技術者基準日額（総額）＝技術者基準日額＋技術者基準日額×割増対象賃金比×1/8 

                   ×割増係数（時間外）×２時間 

    ２） 所定労働時間の８時間に加えて４時間の時間外労働を行い、うち２時間が深夜の時間帯

の場合 

       技術者基準日額（総額）＝技術者基準日額＋技術者基準日額×割増対象賃金比×1/8 

                   ×割増係数（時間外）×４時間＋技術者基準日額 

                   ×割増対象賃金比×1/8×割増係数（深夜）×２時間 

    ３） ２４時間２交替制の場合 

       １の組 

       技術者基準日額（総額）＝技術者基準日額＋技術者基準日額×割増対象賃金比×1/8 

                   ×割増係数（時間外）×３時間 

       ２の組 

       技術者基準日額（総額）＝技術者基準日額＋技術者基準日額×割増対象賃金比×1/8 

                   ×割増係数（深夜）×６時間＋技術者基準日額 

                   ×割増対象賃金比×1/8×割増係数（時間外）×３時間 

 

       技術者基準日額（総額）としては、「１の組」と「２の組」の平均値を使用する。 
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  １－７ 精度管理費係数の適用 

      精度管理費係数は、測量作業種別毎に適用することを原則とする。ただし、空中写真測量

における空中三角測量を使用する場合は、同時に使用する数値図化における同一縮尺の係数

を適用するものとする。 

 

  １－８ 諸経費率等の扱い 

   １－８－１ 諸経費率等の適用 

  （１） 諸経費率等の適用については、測量業務、地質等調査業務及び設計業務等のそれぞれの積

算基準等に示すとおりである。例えば、測量業務と設計業務等を合併して積算し、発注する

場合は各々の諸経費率等で算出し、合計して業務価格とする。 

  （２） 標準歩掛が適用できない業務を積算する場合は、当該業務に従事する技術者に適用される

諸経費率等を用いるものとする。（他の業務の積算基準に示されている諸経費率等は適用で

きない。）例えば、測量技術者を用いて積算した場合は、必ず測量業務の積算基準に示され

ている諸経費率等を用いることとする。 

 

   １－８－２ 公益法人等に発注する場合 

      公益法人等に発注する場合の諸経費は、測量業務においては直接測量費（成果検定費を除

く。）、地質等調査においては対象額（直接調査費＋間接調査費）に諸経費率を乗じて得た

額の90％を限度として算定する。 

      測 量 業 務 ： 諸経費＝直接測量費（成果検定費を除く）×諸経費率×90／100 

      地質等調査 ： 諸経費＝対象額（職節調査費＋間接調査費）×諸経費率×90／100 

 

   １－８－３ 近接して発注する場合 

      測量業務及び地質等調査業務において、近接して業務を発注する場合においても諸経費の

調整は行わない。 

 

  １－９ 設計変更の積算方法 

      設計変更における業務費（業務委託料）の変更は、発注者の積算書を基にして次式により

算出する。 

業  務  価  格 

（落札率を乗じた額） 
＝ 変更発注者積算業務価格 × 

直前の請負額 

直前の発注者積算額 

 

変 更 業 務 費 

（変更業務委託料） 
＝ 

業 務 価 格 

（落札率を乗じた額） 
× （１＋消費税等率） 

 

      注）１ 変更発注者積算業務価格は、発注者単価、発注者経費をもとに当初設計と同一方

法により積算する。 

        ２ 直前の請負額、直前の発注者積算額は、消費税等相当額を含んだ額とする。 

例）

作業開始 作業終了

割増対象賃金比

所定労働時間(8)＋休憩(1)＋時間外(3) 所定労働時間(8)＋休憩(1)＋時間外(3)

１の組 ２の組

α： 　：　深夜時間

割増

基準日額 (時間外)

割増0.25α

割増(深夜)

休
憩

基準日額 基準日額 (時間外)

割増

基準日額

(深夜)

休
憩

8

1.0 1.0 1.25α 1.0 1.0 1.25α

20 22 24 2 4 68 10 12 14 16 18



 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２編 測量業務積算基準（参考資料） 
 
 
 

 
【 自 然 公 園 編 】 
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第２編 測量業務（参考資料） 

第１章 測量業務積算基準（参考資料） 

 第１節 測量業務積算基準 

  １－１ 成果検定 

  １－１－１ 成果検定の対象 

  （１） 基本測量（全ての測量の基礎となる測量で、国土地理院が行うものをいう） 
      基本測量は全ての測量の基礎となるものであり、高精度を要し、かつ利用度の高いもので

あるので、原則として全ての基本測量を成果検定の対象とする。 
  （２） 公共測量（環境省が行う測量） 
      測量法第３４条の規定に基づき国土交通大臣が定める「作業規定の準則」で、精度を要す

ると規定されている測量、後続の測量の基準となる測量（基盤地図情報に該当する測量成果

品等）及び成果の重要性を勘案して地図作成（修正・写真地図を含む。）、空中写真撮影、

航空レーザ測量、一定距離以上の縦断測量を成果検定対象の標準とする。 
   １） 基準点測量関係 
    ① １級基準点測量 
      全てを検定の対象とする。 
    ② ２級基準点測量 
      全てを検定の対象とする。 
    ③ ３級基準点測量 
      下記３項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。 
      ・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合 
      ・４級基準点測量の基準となる場合 
      ・レベル５００地図作成のための標定点測量の基準となる場合 
    ④ ４級基準点測量 
      下記２項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。 
      ・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合 
      ・レベル５００～１０００の地図作成のための標定点測量の基準となる場合 
   ２） 水準測量関係 
    ① １級水準測量 
      全てを検定の対象とする。 
    ② ２級水準測量 
      全てを検定の対象とする。 
    ③ ３級及び４級水準測量 
      下記２項目のうちのいずれかに該当する場合を検定の対象とする。 
      ・永久標識及びそれに準ずる標識を設置する場合 
      ・図化のための簡易水準測量の基準を与える幹線測量となる場合 
   ３） 空中写真撮影関係 
      撮影面積にかかわらず検定の対象とし、撮影後速やかに検定を受けるものとする。 
   ４） 数値地形図データ作成関係 
      現地測量・数値図化・既成図数値化・数値地形図修正・写真地図・航空レーザ測量で作成

した数値地形図データファイルについては、面積・縮尺にかかわらず検定の対象とする。な

お、空中三角測量については、その成果が最終となる場合は検定の対象とする。 
   ５） 応用測量関係 
      路線測量・河川測量において実施される縦断測量で３ｋｍを超えるものを検定の対象とす

る。 
      なお、縦断測量（仮ＢＭ設置測量・水準基標測量を含む）は、主に水準測量により行われ

ていることから、検定料金が示されていない場合は、該当する水準測量の検定料金を適用す

ることが出来るものとする。また、路線測量・河川測量において基盤地図情報に該当する測

量成果等は検定の対象とする。 
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  １－１－２ 成果検定機関との成果の受渡し 

     成果検定機関との成果の受渡しは、郵送等により行うことを標準とし、成果検定に要する旅

費交通費は計上しないものとする。 
  １－１－３ 成果検定料金 

     成果検定料金は、物価資料（「積算資料」、「建設物価」をいう）を参考にして計上する。

なお、地図作成等において、検定料金が地域条件等により区分されているものについては、そ

の区分条件に応じた料金を使用する。 
  １－２ 標準歩掛上の率計上費目 

     標準歩掛における各費目の構成は表１－１－１によるものとし、原則として歩掛内の各費目

の直接人件費に対する割合として率計上する。 
 
        表１－１－１ 標準歩掛上の率計上費目 

費 目 経費の内訳 摘     要 

機械経費 
主要機械費  歩掛表に明示される機械等の損料、使用料 

雑 器 材 費  上記以外の器械及び耐久性消耗品類の経費 

材 料 費 
主要材料費  歩掛表に明示される物品等の経費 

雑 品 費  上記以外の消耗品類 

処理薬品費  写真処理に関する経費 

通信運搬費等 
通信運搬費  電話代、切手代、宅配便等 

補 償 費  伐木補償費、踏み荒らし料 

雑   費  上記以外の費用 

 
 
  １－３ 全体計画及び現地踏査 

     路線測量及び河川測量の全体計画及び現地踏査は、単独の測量作業発注（たとえば中心線測

量のみ）の場合でも計上する。ただし、河川測量の現地踏査については、「複写」のみの場合

は除く。 

 
  １－４ 打合せ協議 

     複数の測量業務を同時に発注する場合の打合せ協議は、主たる業務の歩掛を適用するものと

し、それ以外の業務については、必要に応じて中間の打合せ協議ができるものとする。 

 
  １－５ 地域差による変化率適用区分 

     地域差による変化率の適用区分は、表１－１－２を標準とする。 
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        表１－１－２ 地域差による変化率（標準例）   縮尺１／２５,０００ 

                            「国土地理院測量業務等積算資料より」 

区分 平   地 丘 陵 地 低 山 地 高 山 地 

大 
市 
街 
地 

    

市 
街 
地 
(甲) 

    

市 
街 
地 
(乙) 

   

都 
市 
近 
郊 

   

耕 
 
 
地 

    

原 
 
 
野 

    

森 
 
 
林 
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  １－６ 安全費の積算 

     安全費とは、当該測量業務を遂行するために安全対策上必要となる経費であり、現場状況に

より、以下の（１）又は（２）により算定した額とする。なお、安全対策上必要となる経費と

は、主に交通誘導員、熊対策ハンター、ハブ対策監視員及びこれに伴う機材等に係わるものを

いう。 
 
  （１） 交通誘導員等に係わる安全費を算出する業務は、主として現道上で連続的に行われ、且つ

安全対策が必要となる場合を対象とし、当該地域の安全費率を用いて次式により算出する。 
       （安全費）＝｛（直接測量費）－（往復経費）－（成果検定費）｝×（安全費率） 
         注）１．上式の直接測量費は、安全費を含まない費用である。 
           ２．往復経費とは、宿泊を伴う場合で積算上の基地から滞在地までの旅行等に

要する費用である。 
      安全費率は表１－１－３を標準とする。 
 
        表１－１－３ 安全費率 

      地 域 
 
 場 所 大市街地 市街地甲 

市街地乙 

都市近郊 
その他 

主として現道上 ４.０％ ３.５％ ３.０％ ２.５％ 
 
       注）１．地域が複数となる場合は、地域毎の区間（距離）を重量とし、加重平均により

率を算出する。 
 
  （２） （１）によりがたい場合及び熊対策ハンター、ハブ対策監視員及びこれに伴う機材等に係

わる安全費を算出する業務は、現場状況に応じて積上げ計算により算出する。 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３編 調査等業務積算基準（参考資料） 
 
 
 

【 自 然 公 園 編 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





- 19 - 
 

第３編 調査等業務（参考資料） 

 

第１章 調査等積算基準 

 第１節 地質調査積算基準 

  １－１ 適用範囲 

  １－１－１ 市場単価が適用できる地質調査 
       ①機械ボーリング ②サンプリング ③サウンディング及び原位置試験 

       ④現場内小運搬（機械器具損料を除く） ⑤足場仮設 ⑥その他間接調査費 

  １－１－２ 市場単価の適用範囲以外の地質調査 
       ①現場内小運搬における機械器具損料 ②解析等調査業務 
  １－１－３ 標準歩掛を適用する地質調査 
       ①弾性波探査（ｽﾀｯｷﾝｸﾞ法・発破法） ②軟弱地盤技術解析 ③地すべり調査 
       ④電子成果品作成費 

  １－２ 地質調査業務の構成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土質・地質断面図作成等

 成 果 品 納 入 時

 報 告 書

 電子成果
 総合解析とりまとめ

 工程管理、精度管理

 

実
施

計
画

作

成

 

既
存

資
料

検

討

 各 種 土 質 試 験

［仮設等その他業務］

 準備・跡片付け作業

 各 種 安 全 作 業

 地点測量を含む

 業  務  着  手  時

 調査孔閉塞作業

Ｂ

Ｃ

 中　間　打　合　せ

Ａ

Ｂ

Ｃ

 断面図等の作成

 借地・踏荒し補償

 打 合 せ 協 議

 既存資料の収集・
 現地調査

 弾性波探査

 ボーリング作業

 標準貫入試験作業

 サンプリング作業

 孔内計測作業

［打合せ協議］

 現地調査に基づいて解析

 解析とりまとめ

 資料整理とりまとめ

 施 工 管 理 業 務

 原位置試験作業

 現場透水試験

 間隙水圧測定

 現場内小運搬作業

 機械組立解体作業

 給水設備設置作業
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  １－３ 地質調査の目的と方法 
      下表は、一般的な場合を記述しており、ボーリング深度等の決定については調査目的・現

地状況等により判断すること。 
 

調 査 目 的 ボーリング深度 地 質 調 査 土 質 試 験 
 
 

① 

【独立した基礎】 
地層分布の確認、 

支持力、沈下、水平抵抗

の確認。 

杭基礎の場合、杭種によ

っては腐食性調査。 
水圧測定等を行う。 

 その位置の圧力が載荷重（荷重に

よる地面の圧力）の１０％になる深

さまで。 
 岩が浅い所では基礎の最も低い

面より１０ｍ以上の深さにするの

が普通である。 

ボーリング、標準貫入試

験、乱さない試料の採取。 

砂、レキ層が支持層とな

る場合は、載荷試験、深

層載荷試験、Ｋ値測定、

腐食性調査、間隙水圧測

定を行う場合もある。 

物理的性質試験、一軸又は三

軸圧縮試験、圧密試験。 

 
 
 

② 

【斜面の安定】 
地層分布の推定。 
せん断力の決定。 
水位の確認。 

 仮想すべり面の通る位置まで、固

い地層まで、地形から見てそこまで

はすべり面が到達しないであろう

と思われる深さまで。 

ボーリング、サウンディ

ングで補足、標準貫入試

験、乱さない試料の採取。 

物理的性質試験、一軸又は三

軸圧縮試験（地盤改良又は盛

土荷重による強度増加を見

込む場合はｑｃ）、圧密試験、

土質の分布状態の把握は特

に要となるので土質試験は

数多く実施されるのが普通。 

 
 

③ 

 【深い根切り】 
地層分布の推定。 
せん断力の決定。 
水の確認とクイックサン

ド及びヒービング。 
土圧の決定。 

 狭い根切りの場合、底幅の 

０．７５～１倍の深さ。 
 根切りが地下水面上で良質土の

場合、１．２～２．４ｍの深さまで。 
 根切り底が地下水面下にある場

合には透水層の位置と厚さを調査

すること。 

ボーリング、標準貫入試

験、現場透水試験又は揚

水試験、乱さない試料の

採取、地下水位と水頭の

測定。 

物理的性質試験、一軸又は三

軸圧縮試験、砂質土について

は室内透水試験を行う場合

もある。 

 

④ 

【高盛土】 
地層分布の確認。 
せん断力の決定。 
圧密特性の判定。 

 比較的均一な地層では、法面の水

平方向の長さの０．５０～１．７５

倍の深さまで。 
 不規則な或いは深い軟弱層があ

る場合には、固い地層までボーリン

グをすること。 

②と同じ ②と同じ 

 
 

⑤ 

【ダム並びに 
   止水構造物】 
地層分布の確認。 
支持力と沈下の判定。 
透水性の確認。 

 比較的均一な地層では、アースダ

ムの外幅の０．５０、または小さな

コンクリートダムの高さの１．５０

倍の深さ。 
 堅硬で不透水性の層が以下連続

しているとわかっている場合には、

この層の中へ３～６ｍボーリング

して停止する。 

ボーリング、サウンディ

ング、標準貫入試験、乱

さない試料の採取、透水

試験又は揚水試験。 

物理的性質試験、一軸又は三

軸圧縮試験（場合によっては

ｑｃテスト）、圧密試験、透

水試験。 

 

⑥ 

【道路等】 
地層分布の確認。 
ＣＢＲ、Ｋ値の判定。 
せん断力の判定。 
圧密沈下の判定。 
水位の確認。 

 掘削部では舗装の表面から２ｍ

の深さまでオーガボーリングをす

る。また、低い盛土では元の地盤面

下１．８ｍまで。 
 高盛土、深い掘削では上記の注意

と同じ。 

ボーリング、サウンディ

ング、標準貫入試験、乱

さない試料の採取、ＣＢ

Ｒ試験及び載荷試験。 

物理的性質試験、一軸又は三

軸圧縮試験（場合によっては

ｑｃテスト）、圧密試験、Ｃ

ＢＲ試験。 
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  １－４ 地質調査相互関連図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 １０ｔ

 ２ｔ

 粘土、シルト、泥炭

 砂、砂質土、火山灰

 オートマチック

　 ラムサウンディング

 道路用平板載荷

 電気式静的コーン貫入試験

 孔内水平載荷試験

　（横方向Ｋ値）

 電気検層     φ66㎜以上

 現場揚水試験 φ300㎜

 ベンゲルマンビームテスト

 平  板  載  荷

 単管式

 各種原位置試験

 現 場 Ｃ Ｂ Ｒ

 スウェーデン式

 オランダ式

 ポータブルコーン

 動的貫入試験

 三成分コーン

ボ
ー

リ

ン

グ

 ロータリーボーリング

 オーガーボーリング

 標準貫入試験 φ66㎜以上

乱

さ

な

い

試

料

採

取

 トリプル

　サンプリングφ116㎜

(ロータリー式

　三重管サンプリング)

ボ
ー

リ

ン

グ

孔

を

利

用

す

る

原

位

置

試

験

 物理的性質試験一式

 化学的性質試験一式

 ベーンテスト φ86㎜以上

 現場透水試験 φ86㎜以上

 間隙水圧測定 φ86㎜以上

 リングせん断試験

 中圧三軸圧縮試験

 中型三軸圧縮試験

 地下水流向   φ116㎜以上

 流速測定     φ150㎜以上

 地中ガス調査φ86㎜以上

 物　　理　　検　　層

 玉石、転石   66㎜～146㎜

 固結シルト

力

　

学

　

的

　

性

　

質

　

試

　

験

 厚　密　試　験

 一面せん断試験

 一軸圧縮試験

 三軸圧縮試験

 繰返し三軸試験

　（液状化・変形）

 中空ねじりせん断試験

 粘土・シルト   66㎜～146㎜

 砂、砂質土   66㎜～146㎜

 砂　礫   66㎜～146㎜

  66㎜～146㎜

 ﾌﾟﾚｼｵﾒｰﾀｰ法   φ66㎜～146㎜

 Ｌ．Ｌ．Ｔ法 φ86㎜

 大　孔　径  250㎜～300㎜

 Ｋ．Ｋ．Ｔ法 φ66㎜

 オ　ー　ガ　ー　法

 ケ　ー　シ　ン　グ　法

 一　　重　　管　　法

 二　　重　　管　　法

 注　　 　水 　　　法

 電　気　式　測　定

 水　　頭　　測　定

 シンウォール

　サンプリングφ86㎜

 デニソン

　サンプリングφ116㎜

(ロータリー式

　二重管サンプリング)

 地盤の平板載荷

 サウンディング

 現  場  密  度

 二重管式

 大型三軸圧縮試験


